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研究成果の概要（和文）：住宅に不可欠な開口部が地震で変形し易いために生じる建物の捩れ振

動は、我が国の過去の大地震において多くの木造住宅が倒壊した一因であり、その回避のため

にパッシブ制振技術を適用することを提案した。効果的な制振構造を実現するためには、建物

全体としてダンパーや耐震要素の適確な配置により剛性と粘性のバランスを保つことが肝要で

ある。本研究では、制振壁単体の性能評価法から、建物全体の設計法に至るまで、実大実験と

数値解析を通して網羅的に行い、従来の耐震構造よりも地震応答の抑制に優れた構造物の設計

を可能とした。 

 
研究成果の概要（英文）：In the past earthquakes, a lot of timber houses with large stiffness 

eccentricity were collapsed or heavily damaged owing to torsional vibration.  The objective 

of this research is to propose application of viscoelastic dampers to timber houses.  In 

order to mitigate torsion and seismic damage, stiffness and viscousness should be properly 

distributed in horizontal direction.  Performance evaluation method of shear wall with 

dampers is also studied through full-scale tests and numerical analyses. 
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１．研究開始当初の背景 

国民の大多数が生活の基盤としている木
造戸建軸組住宅の中には、壁量の偏りによる
捩れが生じやすい住宅（以下、偏心住宅と称
す）が多くあり、これが原因となって大きな
被害を受ける可能性が高い。それまでの地震
被害の中にもこのような偏心が原因となっ
て倒壊したと考えられる多くの例があった。
都市部の住宅密集地では、狭小敷地に建てら
れている木造戸建軸組住宅（以下、狭小住宅

と称す）が多くあり、平面計画上どうしても
このような偏心住宅となり易い状況であっ
た。 

 

２．研究の目的 

本研究は、偏心住宅の損傷集中を防ぐ制振
構造の開発ならびにその応答の評価法・設計
法の提案を目的とする。しかし制振構造の目
標性能を満足させるために必要なダンパー
量を決定する従来の制振設計は、住宅の様な
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小規模建物も木質構造物も適用範囲外であ
る。さらに通常、建物の耐力壁やダンパーが
平面的に偏りなく配置され、地震時に建物に
捩れが生じないことを前提とした設計法で
あり、本研究のようなダンパーによって捩れ
振動を制御することを目的とした制振構造
の設計法は、個別の時刻歴応答解析による方
法を除けば、未だ皆無である。 

 

３．研究の方法 

制振壁により偏心住宅の捩れ応答制御を
行うためには、方杖型などの開口部を塞がな
い粘弾性ダンパーを取付けて変形を極力抑
え、さらに建物全体としてダンパーや耐震要
素の適確な配置により剛性と粘性のバラン
スを保つことが肝要である。また、木質架構
の材料非線形性、各構面で剛性と粘性のバラ
ンスが異なる非比例型減衰、地震力の適度な
配分を妨げる非剛床の三つの課題が挙げら
れ、これらを研究対象とした。 
(1)  木質架構の非線形性 
図 1, 図 2 に示す方杖型ダンパーをもつ制

振壁の動的載荷実験を行い、部材や接合部に
生じる力や変形を詳細に計測することで、制
振効率の低下を招きかねない要因を考察し
た。また、接合部単体での曲げ実験、引張実
験を行い、その結果が制振壁の全体挙動にお
よぼす影響を調べた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 制振ダンパー付与による非比例型減衰 

 開口を有する 1層木質立体架構に、方杖型
制振壁や、開口部が不必要な構面に使用でき
る K型制振壁を様々に配置した試験体の振動
台実験を行った（図 3, 図 4）。小加振から大
加振まで様々な地震入力に対する動的挙動
を計測し、各壁の応答や固有周期、減衰定数、
モード形状の比較などを行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 木質住宅の非剛床 
 木質住宅は鉛直構面（壁）に比べて水平構
面（屋根や床）の剛性が不足する場合があり、
水平構面は変形しないとする、いわゆる剛床
仮定が成立しない。そのため、建物の捩れと
水平構面のせん断変形を考慮でき、木質構造
分野で広く用いられている擬似立体モデル
（図 5）があるが、既往研究では時刻歴解析
による試行錯誤的な検討しか行われていな
い。そこで本研究では図 5のような構造物を
簡潔な数理モデルに置き換え、その動的特性
を簡便に評価できる手法を提案した。 
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図 3 試験体のセットアップ 
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４．研究成果 
 ３．研究の方法で挙げた三つの課題に対す
る成果を、それぞれ以下にまとめる。 
(1) 方杖型制振壁の動的載荷実験（図 1, 2） 
 既往の研究では、制振壁の動的挙動を表す
のに最小限の自由度を用いた水平バネ系（図
6）を、ダンパーが無い 2 状態（ダンパー無
しとダンパー剛）の架構の特性から求める手
法が提案されている。しかしこれは線形構造
を対象としており、本研究ではこれを木質架
構のような非線形構造にも理論を拡張した
（発表論文⑦）。図 7 に示すように、線形に
近似した水平バネ系により、実験結果を高精
度で予測できた。さらに本理論を応用するこ
とで様々なダンパー量に対する性能の可視
化法を示し、これによって適度な剛性・粘性
の確保や、力の上昇を極力抑えて柱折損など 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の損傷を避ける設計が容易になり、制振壁の
開発に要する労力を大幅に削減することが
期待できる。 
(2) 制振壁を様々に配置した木質立体架構

の振動台実験（図 3, 4） 
 図 8は上から順に、全て耐力壁の「耐震」, 
柔側に方杖型制振壁を付与した「柔側制振」, 
剛側に K型制振壁を付与した「剛側制振」そ
れぞれの試験体に、JMA神戸 NS波を入力して
得られた各壁のせん断力－変形関係である。
柔側制振は、剛性と粘性を柔側に付与するこ
とで、捩れの抑制と同時に並進変位も低減で
きた。一方剛側制振は、付加減衰により並進
変位を低減できたが、柔側制振ほど大きな効
果は得られなかった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、実験結果に基づき各壁の等価剛性と

等価粘性を計算し、実数モード解析とモード
歪エネルギー法によりシステムの動的特性
を評価する手法を適用した。これにより、付
加剛性は局所応答の制御、付加減衰は全体応
答の制御に効果的であるという、捩れがない
多層構造物の制振設計における傾向が、偏心
住宅においても見られることが分かった。 
 
(3) 水平構面の剛性が低い構造物の性能評

価 
 発表論文⑥に示した数理モデルにより、建
物の捩れと水平構面のせん断変形を考慮し
た複雑な振動現象を数学的に表すことが可
能となった。本モデルを用い、水平構面の剛
性が低い構造物の性能評価を行った。 
 1×1 スパンの場合（図 5(b)）, 水平構面
がせん断変形すると直交壁の変形が低下す
るが、これを直交壁の剛性が低下することに
置き換え、「有効直交壁剛性比」ならびに「等
価偏心率」という既往手法にはない新たな性
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能評価指標を提案した。これらは水平構面の
低い剛性が、建物の全体挙動におよぼす影響
を端的に表すものである。図 9に示すように、
水平構面の剛性を表す無次元特性値（ωγ/ωθ）
が低下するほど有効直交壁剛性比が低下し、
従来の剛床仮定に基づく偏心率よりも等価
偏心率が上昇することを示し、さらにその影
響を定量的に求めることが可能となった。 
また、本評価法に基づき、水平構面を概ね

剛床とみなして十分なクライテリアも提案
した。これらから、制振構造においてダンパ
ー効率を低下させかねない水平構面のせん
断変形を抑制し、効果的な制振設計を実現す
るための基礎を築くことができた。 
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